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広域的市民ネットワーク活動等の
課題と今後の方向性
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(１) 課題  

多摩地域の広域的な市民活動を支援することを目的に、1994（平成６）年度から実

施してきた「広域的市民ネットワーク活動等事業助成」は、1998（平成 10）年度から

2010（平成 22）年度までは、毎年、認定事業数が 50 件を超えていたが、2008（平成

20）年度から減少し始め、近年では数件にまで落ち込んでいる（「西多摩地域振興事

業活動助成」を除く、別添グラフを参照）。 

このような状況を踏まえ、制度開始から30年となる機会を捉え、本制度の趣旨を踏

まえた見直しを行った。 

多摩交流センター開設 20 周年時の調査で挙がった課題として、「芸術・文化・スポ

ーツ系の団体」と比べ、「地域課題解決型の団体」が組織的な基盤が確立しておらず、

支援を必要としていることが挙げられた。また、日々の問合せからの考察及び下記の

多摩地域の自治体や社会福祉法人、市民団体等６団体へヒアリングを実施した結果か

ら、下記の４つの課題を確認した。 
 

 ヒアリング対象団体 

・日野市企画部地域協働課 

・立川市市民生活部市民協働課 

・青梅市社会福祉協議会 

・東村山市市民部市民協働課 

・ＮＰＯ法人エンツリー 

・劇団芝居屋樂屋 

 

 旧制度の課題 

(1)１年につき１つのイベントに対する助成では市民団体が継続した活動を行うこと

は難しい。例えば居場所づくり、多世代交流などの視点を持った事業については

単発のイベントでは効果が薄い。また、年に１度だけの支援だと、その時期に参

加できない構成員（参加者）が出てしまい、事業企画の幅が狭まってしまう。 

(2) 団体構成員の居住地要件及び人数要件が厳しく、申請要件を満たさないことから

問合せ段階で取下げとなってしまう。多摩地域に資する取組であるかどうかを判

断の主軸に置くべきではないか。 

(3)地域課題の解決に有効な、実績のある事業を他自治体で展開したいというニーズ

があるが、地元自治体、展開先自治体いずれの助成制度でも対応ができないケー

スがみられた。自治体で対応ができない有益な事業こそ本助成で支援すべきでは

ないか。 

(4) 旧制度においては、団体同士の連携事業の場合の助成対象は２以上の市民団体と
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しているが、社会に企業におけるＣＳＲの概念が定着しつつある近年の傾向を鑑

みれば、連携先の限定は不要ではないか。 
 

(２) 今後の⽅向性  

前項までを踏まえ、以下の６つの見直しを行った。なお、見直しの(1)～(5)は上記

の課題に対応する条件の緩和事項となっているが、(6)については市民団体の固定化

を防ぎ、自立を促すため、制限を強化した事項となる。これらの見直しは 2025（令和

７）年度から適用する。 

なお、「活動支援制度」については、「事業助成」が一定の実績のある団体を対象と

している一方、市民活動を始める団体又は活動を拡充したい団体を当調査会が直接支

援するという別の役割を担っており、この点においてそれぞれの制度が併存する意義

があると考えられるため、継続することとする。 

また、「西多摩地域振興事業活動助成」については、助成年限を設けていないこと

もあり、現行の助成団体とその活動は固定化しており、新規団体が参入していないと

いう課題があるが、人口が少なく高齢化が進み、地域の担い手がいないという現状を

考慮し、当面は現行の制度を継続して実施することとした。 

 

 見直しを行う事項 

(1) 旧制度においては、１年につき１事業１回を助成対象としているが、複数回実施

する事業も助成対象とする。 

(2) 旧制度においては、団体構成員の要件を、多摩地域の特定の市町村に偏らない２

つ以上の市町村の住民としているが、住民に加えて、在勤又は在学している者も

含める。 

(3) 旧制度においては、団体構成員について、「10 名以上の多摩地域の住民」としてい

るが、「５名以上の者」に変更する。 

(4) １つの事業を２つ以上の多摩地域の市町村で展開する場合は助成対象とする。 

(5) 旧制度においては、団体同士の連携事業の場合の助成対象は２以上の市民団体と

しているが、申請主体が市民団体であれば、連携先が大学や企業など連携して行

う活動に対しても助成対象とする。 

(6) 旧制度においては、助成期間を５年間としているが、３年間に変更する。 
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